
1

[110501][110502][110503]

河川課 Ｒ２予算

2

[110601]

砂防課 Ｒ２予算
[債務負担行為額]

3 流域を保全する土砂災害
対策事業費
[110601]

砂防課 Ｒ２予算
[債務負担行為額]

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

◎ 防災・減災対策の推進

建設部

台風第19号による土砂災害を踏まえ、土石流や流木対策に加え、再度災害防
止のための緊急土砂災害対策、除石等による既存堰堤の機能増進等、流域
を保全する土砂災害対策を推進します。
また、国の「防災・減災、国土強靱化のための3か年緊急対策」を活用し、災害
を未然に防止するための対策を引き続き推進します。

[8,250,000]

要配慮者利用施設・避難所
を守る土砂災害対策事業
費

流域全体で取り組む総合
治水対策事業費

*未作成河川を対象とした浸水想定区域図の作成：佐久市ほか12市町村
　（2020年度）
*再度災害防止のための改良復旧：信濃川水系（2020年度）
*危機管理型水位計の設置：20基(2020年度)
*簡易型河川監視カメラの設置：14基（2020年度）
*「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」対応:県内一円(2020年度)

10,313,526 Ｒ１当初 4,153,680

*土石流とともに流木を止める砂防施設新規着手数：15（2020年度）
*再度災害を防止する砂防施設新規着手数：2（2020年度）
*既存堰堤の機能増進新規着手数：1（2020年度）
*「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」対応:県内一円(2020年度)

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

土砂災害特別警戒区域等に立地する要配慮者利用施設や避難所を守るた
め、ハード対策とソフト対策の両面から土砂災害対策を推進します。

　・土砂災害特別警戒区域内の要配慮者利用施設の保全（全55施設）
　・土砂災害警戒区域内の木造1階建ての児童・老人福祉関係施設の保全
　　　（全69施設）
　・土砂災害対策特別警戒区域内に指定された避難所の保全（全57施設）

1,762,800 Ｒ１当初 1,524,480
[695,000]

8,715,200 Ｒ１当初 7,650,240

台風第19号による大規模災害に対し、再度災害防止のための改良復旧等の
ハード対策を推進するとともに、未作成河川を対象とした浸水想定区域図の
作成等のソフト対策を集中的に実施します。
また、国の「防災・減災、国土強靱化のための3か年緊急対策」を活用し、災害
を未然に防止するための対策を引き続き推進します。

　　　※ 【新】：新規事業
 　　 　　【創】：しあわせ信州創造経費事業
 　　 　　【地】：地域振興局長の要望・提案反映事業

*要配慮者利用施設の保全完了数:48（2019年度）→50（2020年度）
*木造１階建て児童・老人福祉関係施設対策着手数:54(2019年度)→55(2020年度)
*避難所対策施設着手数:26（2019年度）→29（2020年度）
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事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

4 補助公共事業費
（一部再掲）

建設政策課 Ｒ２予算
[債務負担行為額]

5 県単独公共事業費

建設政策課 Ｒ２予算
[債務負担行為額]

6 災害復旧事業費

建設政策課 Ｒ２予算
[債務負担行為額] [923,630]

台風第19号など異常な天然現象により被災した公共土木施設の復旧事業を
行います。

74,240,814

※防災・減災、国土強靱化のための3か年緊急対策（平成30年12月14日閣議決定）に基づく事業

観光地周辺の道路整備や河川等の浚渫、園児の交通安全対策など、喫緊の
課題に対応するため、県単独の予算による事業を行います。

[2,174,000]

Ｒ１当初

17,598,072 Ｒ１当初

Ｒ１当初 4,658,095

（一部 森林づくり県民税基金活用事業）

16,241,395

安全・安心な県土づくりを進めるとともに持続可能な地域づくりを実現するた

め、国の予算を活用した補助公共事業（緊急対策分
※

を含む）を行います。

85,275,686
[47,328,148]

14,841,076

主な路線・河川名

（国）142号、（国）153号、（主）上高地公園
線、（一）川合川中島線

（主）川上佐久線、（主）岡谷茅野線、（一）
町村白川村井停車場線、（一）牟礼永江線

（一）千曲川、（一）遠山川、（一）諏訪湖、
（一）保福寺川、（一）犀川

千本木川（諏訪市）、柿沢川（伊那市）、中
田（長野市）、西黒川（飯綱町）

(都)岩野二ツ柳線、松本平広域公園629,111都市・まちづくり課

3,442,050

道 路 管 理 課 9,205,261

河 川 課 3,828,500

予算額（千円）

道 路 建 設 課

課　名

合　計 17,598,072

砂 防 課 493,150

主な路線・河川名

（国）406号、（国）418号、（主）塩尻鍋割穂
高線、（一）旧軽井沢軽井沢（停）線

（国）148号、（国）153号、（国）254号、（主）
長野真田線、（一）上松南木曽線

（一）砥川、（一）奈良井川、（一）浅川、（一）
北沢川、（一）諏訪湖

大古川（泰阜村）、栂池沢（小谷村）、日時
（長野市）、宮ノ平（北相木村）

(都)高田若槻線、(都)内環状南線、(都）東
新町座光寺線、松本平広域公園

道 路 管 理 課 21,033,539

道 路 建 設 課

河 川 課

16,694,320

う ち 緊 急 対 策 分 29,691,666

う ち 緊 急 対 策 分 6,796,764

う ち 緊 急 対 策 分 4,938,503

う ち 緊 急 対 策 分 7,847,840

85,275,686

都市・まちづくり課 6,037,500

26,886,467
う ち 緊 急 対 策 分 9,388,559

う ち 緊 急 対 策 分 720,000

14,623,860

砂 防 課

合　計

課　名 予算額（千円）
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事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

7 直轄事業負担金

建設政策課 Ｒ２予算

【創】
8

［110601］

砂防課 Ｒ２予算

9

[110902]

建築住宅課 Ｒ２予算

【地】
10 克雪住宅普及促進事業費

[110902]

建築住宅課 Ｒ２予算

災害復興住宅建設等補助
事業費

国が進める道路事業や河川事業、砂防事業等について、地元自治体として負
担金を支出します。

[R1.11月補正] [13,550]

台風第19号により被災した住宅の建設・補修等を支援するため、必要な資金
の借入れに対して利子相当額を助成します。

　・補助対象者　住宅建設・購入又は補修のために住宅金融支援機構等から
                     資金の貸付けを受けた者
　・補助額　      利子相当額
　　　　　　　　　　　   建設・購入は10年分
　　　　　　　　　　　   補修は５年分
　　　　　　　　　   ※住宅金融支援機構の災害復興住宅融資の利子相当額
　　　　　　　　　　　 （現行0.45％）を上限とする

70,740 Ｒ１当初 0

豪雪地帯の雪下ろしの負担を軽減し、作業中の転落事故を未然に防ぐため、
市町村が行う住宅の克雪化改修の支援に対し、県がその費用の一部を補助し
ます。

　・融雪型（新築、増築、改築、改修） 補助限度額60万円（75万円)
※

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助率1/5(1/4)
※

　・自然落雪型（改修のみ）　　 補助限度額45万円（55万円)
※

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
補助率1/5(1/4)

※

　・雪下ろし型（改修のみ） 　　 補助限度額 8万円 補助率1/2
　　※（ ）内は高齢者世帯等に対する限度額・補助率の嵩上げ

*克雪住宅整備戸数：30戸（2020年度）

7,454 Ｒ１当初 7,754

23,651,437 Ｒ１当初 18,103,000

赤牛先生による地域での
防災教育事業費

地域防災力向上のため、砂防ボランティア協会との連携により“赤牛”先生
※

を
公民館等に派遣して、土砂災害・水害を「我が事として捉える防災意識」を醸
成するとともに、地区防災マップの作成等住民の自主的な防災活動を促進し
ます。
　※赤牛先生･･･各地に語り継がれる「赤牛伝説」は水に関係する話が多く、その地域
　　　　　　　　　　 特有の災害への忠告であるともいわれていることから、防災教育の講
　　　　　　　　　　 師を“赤牛先生”と呼ぶことにしています。

*公民館（本館）313か所に5年間で防災教育を実施
*3部局連携による災害時住民支え合いマップと地区防災マップの作成:10市町村
  (2020年度)

1,393 Ｒ１当初 1,386

合　計 23,651,437

砂 防 4,410,000

災 害 復 旧 2,294,256

区　　　分 予算額（千円）

道 路 8,920,000

河 川 ・ ダ ム 8,027,181
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事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

11

[110902]

建築住宅課 Ｒ２予算

12 公共施設耐震対策事業費
[111101]

施設課 Ｒ２予算

13

[110302]

道路管理課 Ｒ２予算

【地】
14

[110302]

道路管理課 Ｒ２予算

15

[110901]

建築住宅課 Ｒ２予算

ふるさと古民家再生支援
事業費

古民家の修繕・再生の可能性や維持管理方法のアドバイスなど再生方法の提
案を行うことにより、安全・安心な活用と地域活性化を図ります。

【拡】・古民家再生支援協議会の設置
【拡】・専門家を派遣し建物調査及び再生方法の提案

住宅・建築物耐震改修総合
支援事業費

外国人にもわかりやすい
案内標識整備事業費
(再掲)

世界水準の山岳高原リゾートを実現する重要なコンテンツとして、自転車の活
用による地域づくりを進めるため、自転車通行空間を整備します。

*古民家調査件数:5件（2020年度）

763 Ｒ１当初 3,000

世界から選ばれ続ける観光地となるよう、初めて訪れる外国人も安心・安全・快
適に旅を楽しめるためのインバウンド受入環境として、訪日外国人にもわかり
やすい案内標識を整備します。

93,736

住宅や避難施設となる建築物の耐震化を促進するため、市町村と協調し、住
宅・建築物所有者が行う耐震診断・改修へ補助するとともに、耐震改修に関す
る技術力向上のため、施工者及び設計者向けの講習会を実施します。

　・戸建住宅等の耐震診断、耐震改修への補助（耐震改修の限度額100万円）
　・耐震化普及・啓発を実施する市町村への補助と県主体の出張講座の実施
　・改修事業者の技術力向上のための講習会や改修事業者のリスト化

2,104,176

*延べ宿泊者数:1,780万人（2016年）→2,175万人（2022年）
*外国人延べ宿泊者数:113.5万人（2016年）→300万人（2022年）

*延べ宿泊者数:1,780万人（2016年）→2,175万人（2022年）
*外国人延べ宿泊者数:113.5万人（2016年）→300万人（2022年）

470,000 Ｒ１当初 322,150

20,000 Ｒ１当初

*住宅の耐震診断：896件(2016年度)→1,002件(2020年度)
*住宅の耐震改修：168件(2016年度)→263件(2020年度)

1,035,238 Ｒ１当初

13,000

「Japan Alps Cycling（ジャパ
ン アルプス サイクリング）」
ブランド構築事業費（再掲）

90,962 Ｒ１当初

震災時の応急活動等に必要な施設を継続して使用できるようにするため、
防災上重要な拠点等となる県有施設の耐震性能を強化します。

　　　・設計　　　　　20棟
　　　・工事・監理　　　　14棟

◎ 観光地域の基盤づくり
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事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

【創】
16

[110701]

都市・まちづくり課 Ｒ２予算

【新】
17

[110702]

都市・まちづくり課 Ｒ２予算

【地】
18

[110901]

建築住宅課 Ｒ２予算
[債務負担行為額]

19

[110901]

建築住宅課 Ｒ２予算

168,660 Ｒ１当初 173,460

ゼロカーボンの実現に向けた取組として都市緑化（グリーンインフラ）の推進を
位置づけ、その基礎となる都市緑化の現状を把握します。
また、全国都市緑化信州フェアの記憶と成果を継承し、信州緑花ネットワーク
や市町村と連携して緑化意識の醸成を図ります。
　
　　　・都市の緑の実態（緑被率）調査
　　　・フェアの記憶と成果を継承した花緑のイベントの開催

信州の多様な住まい方
検討事業費

*まちづくりセミナーの開催：6回（2020年度）

環境配慮型住宅普及促進
事業費

信州地域デザインセンター
（ＵＤＣ信州）事業費

*信州らしい住まい方の情報発信（2020年度）

持続可能な脱炭素社会を構築するため、自然エネルギーなどを活用した環境
配慮型住宅の新築やリフォームへの支援を実施します。

　　　１　省エネ基準を満たし、県産木材を活用した新築住宅への補助
　　　　　・補助額　30万円～80万円

　　　２　省エネルギー化リフォームへの補助
　　　　　・補助率　　　　助成対象工事費の1/5
　　　　　・補助額上限　50万円
　【拡】　・自然エネルギー導入等へ補助額を加算
　　　　　　（補助の加算項目に蓄電池を追加）

*花緑のイベント開催

(一部 森林づくり県民税基金活用事業）

5,640 Ｒ１当初 0

4,489 Ｒ１当初 1,067

豊かな自然や美しい景観、地域の歴史や文化に根ざした信州らしい多様な住
まい方を検討するとともに、住まい方に関する情報発信を行います。

【拡】・信州らしい住まい方をサポートする情報サイトの作成
　　　・長野県住宅審議会専門委員会の開催

[31,000]

都市緑化（グリーンインフ
ラ）推進事業費

21,619 Ｒ１当初 12,754

◎ 潤いのあるまち・むらづくり

快適で賑わいのあるまちづくり実現のため、公・民・学が連携し、それぞれの得
意分野やネットワークを活かし、多彩な視点から、市町村と協働してまちづくり
を推進します。

　　　・まちづくり支援（地域に応じた都市デザイン・マネジメント）
　　　・まちづくりセミナー（人材育成）の開催
【拡】・先進的なまちづくり事例の収集・ホームページの作成

*新　　　築：150件（2020年度)
*リフォーム：232件（2020年度)
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事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

【地】
20 空き家適正管理促進事業費

[110901]

建築住宅課 Ｒ２予算

21

[111001]

公営住宅室 Ｒ２予算
[債務負担行為額]

22

[111201]

リニア整備推進局 Ｒ２予算 7,6025,254

住宅に困窮する所得の少ない方の安全・安心・快適な暮らしを確保するため、
県営住宅プラン2016に基づく『５R』プロジェクトを推進し、県営住宅の整備充
実を図ります。

　《Renovation》
　　老朽化した中高層住宅を活用し、子育て世帯が安心して住める県営住宅
　　としてリノベーション
      ・リノベーション戸数　8戸
　《Reform》
　　入浴設備のない中高層住宅の浴室をリフォーム（ユニットバスや浴槽等
　　を設置）
　　　・入浴設備設置　240戸
　《Renewal》
　　今後も維持が必要な低層住宅を厳選してリニューアル（全面的リフォーム）
　　　・リニューアル戸数　10戸
　《Reconstruction》
　　将来の市町村移管の協議が整った団地の建替え
　　　・建替戸数　69戸（着手45戸、継続24戸）
　《Restructuring》
　　居住環境の整った団地への集約・移転の促進、老朽化した住宅の除却と
　　土地の有効活用
　　　・集約・移転　160戸、除却　89戸

1,924,221

*建替着手戸数：45戸
*中高層住宅入浴設備設置住戸：75.2%（2016年度）→90.1%（2020年度）
*子育て世帯向けリノベーション整備：8戸

◎ 本州中央部広域交流圏の形成

県営住宅『５R』プロジェクト
推進事業費

リニア中央新幹線活用
地域振興事業費

Ｒ１当初

Ｒ１当初 1,908,184

Ｒ１当初

[603,275]

リニア中央新幹線の整備効果を広く県内に波及させ、地域の振興を図るた
め、関係自治体や経済界等の意見を広く取り入れながら、リニア関連構想の
実現に向けた検討、取組を進めます。

増加する空き家の適正管理と円滑な流通を促進するため専門家を派遣し、市
町村への技術的な支援を行うとともに、既存住宅現況検査（インスペクション）
費用等への補助を行います。
　
　　　・空き家対策セミナーの開催
【拡】・課題解決に取り組む市町村へ専門家を派遣
　　　・既存住宅現況検査費用・売買瑕疵保険料への補助

3,597 2,995

*既存住宅現況検査件数：30件（2020年度)
*売買瑕疵保険加入件数：20件（2020年度）
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事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

23

[111201]

リニア整備推進局 Ｒ２予算

【地】
24

[110502]

河川課 Ｒ２予算

25

[110102]

技術管理室 Ｒ２予算

26

[110901]

建築住宅課 Ｒ２予算

リニア中央新幹線用地取得
事業費

*水草除去：510t(2020年度)
*環境調査一式(2020年度)
*覆砂一式(2020年度)
*防災船着き場整備：1か所(2020年度)

全国新幹線鉄道整備法に基づき、ＪＲ東海から関係町村（大鹿村、豊丘村、喬
木村、阿智村、南木曽町）における用地取得事務の一部を受託し、用地交渉
や不動産鑑定等を行います。

◎ 水環境の保全

◎ 次代の建設産業を担う人材の育成・確保

*コンパクト住宅プレゼンテーション来場者数：62人（2016年度）→75人（2020年度）

3,302 Ｒ１当初

235,941 Ｒ１当初 264,736

「諏訪湖創生ビジョン」に掲げる「人と生き物が共存し、誰もが訪れたくなる諏訪
湖」を目指す取組を進めるため、水草除去等による水質改善や湖面の利活用
を図ります。

　・水草除去などの水質浄化工法の実施
　・防災船着き場の整備

信州木のある暮らし推進
事業費

Ｒ１当初 2,381

*土木・建築系学科高校生の建設産業への就職割合：69%(2017年度)
  →75%(2020年度)

2,288

4,688

63,001 Ｒ１当初 54,249

“信州の木”のある暮らしの魅力を発信するため、木造建築物の表彰、木造建
築の担い手確保に向けた啓発及び二地域居住者向けコンパクト住宅の普及
を促進します。

　・優良な木造建築物への「“信州の木”建築賞」表彰
　・中学校への大工技能者の派遣実習の実施
　・二地域居住者向けプレゼンテーションの実施

諏訪湖創生ビジョン推進
事業費

建設産業の次世代を担う
人づくり推進事業費

産学官の連携強化により、建設産業の次世代を担う人材の確保・育成を推進
します。

　・建設系学科高校生等が建設産業の魅力を体感するため、測量・設計・工事
　　のプロセスを自ら実践する学びのフィールドを提供
　・担い手の育成と就業後の離職防止を図るため、資格取得を支援する試験
　　準備講座を実施
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1

[16０１０2]

警察本部会計課 Ｒ２予算

【新】
2 登山者総合安全対策事業費

[16０１０4]

警察本部会計課 Ｒ２予算

3 特殊詐欺抑止対策事業費
[16010１]

警察本部会計課 Ｒ２予算

4

[16０１０１]

警察本部会計課 Ｒ２予算

警察本部

事　業　名
［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

高齢者や子どもが当事者となる悲惨な交通事故を防止するための各種対策を
推進します。
　　　・高齢運転者の支援(安全教育・相談体制等の充実等)
　　　・高齢歩行者の安全確保(交通安全施設整備等)
　　　・子どもの安全確保(交通安全施設整備、装備資機材の充実)

356,659 Ｒ１当初 25,364

*交通事故の死傷者：9,805人(2017年)→8,500人以下(2022年)

高齢者・子ども交通安全対
策事業費

　　　※ 【新】：新規事業
 　　 　　【創】：しあわせ信州創造経費事業
 　　 　　【地】：地域振興局長の要望・提案反映事業

12,545

増加している高齢者や外国人の登山者に対する安全対策を推進します。

　　　・高齢者限定セミナー開催、用具販売店でのＤＶＤ放映等の啓発活動
　　　・登山口や登山道におけるタブレット、啓発カード等を利用した指導活動

（ふるさと信州寄附金基金、地方創生推進交付金活用事業）

3,206 Ｒ１当初 0

高水準で発生している高齢者等を狙った特殊詐欺の抑止対策を推進します。

　　　・信州安全安心サポーター等による広報啓発活動
　　　・被害対象高齢者への直接的な注意喚起
　　　・犯行使用電話の無力化による被害拡大防止

*特殊詐欺被害件数：140件(2018年)→90件以下(2022年)

サイバーセキュリティ戦略事
業費

◎交通事故防止対策の推進

◎山岳遭難防止対策の推進

◎犯罪抑止対策の推進

10,363 Ｒ１当初 10,136

サイバー犯罪やサイバー攻撃等の脅威に迅速・的確に対処するための装備
資機材の整備を推進します。

　　　・解析能力向上のための環境整備
　　　・高度な民間研修等による人材育成

20,345 Ｒ１当初
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事　業　名
［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

5 警察基盤強化事業費
[16０１０１]

警察本部会計課 Ｒ２予算
[債務負担行為額]

1,118,082 Ｒ１当初 365,476
[1,250,973]

安全で安心な長野県を確立するため、地域における治安維持の核となる警察
施設の整備を推進します。

　　　・木曽警察署建設、長野南警察署大規模改修、職員宿舎建設
　　　・交番・駐在所再編整備
         建設工事3か所
         設計着手4か所（うち2か所でゼロエネルギー化モデル事業を実施）

◎警察基盤の強化
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【創】
1 幼児教育支援センター運営

事業費
[150503]

学びの改革支援課 Ｒ２予算

【新】
2 学びの改革実践校

応援事業費
[150503]

学びの改革支援課 Ｒ２予算

【創】
3 県立高校「未来の学校」

構築事業費
[150301]

高校教育課 Ｒ２予算

4 「海外での学び」推進事業費
[150501]

*高校生の留学者数の割合：0.96%(2017年度)→1.4%(2022年度)

学びの改革支援課 Ｒ２予算

5,746

高校教育の質の向上や多様な学びの場の創造を図るため、大学や企業と連
携する探究的な学びや地域と一体化した産業教育など、先進的な取組を実践
する「未来の学校」を指定し、新たな学びの場と仕組みを構築します。

【拡】・「未来の学校」実践校として6校で実施

*主体的・協働的に学習に取り組んでいる生徒の割合：60%（2024年度）

4,717Ｒ１当初

5,564 Ｒ１当初

県内で起こっている学年担任制や自由進度学習などの「学びの改革」を確か
なものとし、その成果を全県へ普及拡大させるため、小・中学校25校を「学び
の改革実践校」に位置付けてアドバイザー派遣等の支援を行います。

　　　・学びの改革実践校として25校の小・中学校を指定

*「学びの改革実践校」の成果を取り入れた小中学校の割合：100%（2023年度）

（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

3,239 Ｒ１当初 0

◎学びの改革の推進

1,734

世界の様々な分野で活躍できるグローバル人材を育成するため、「信州つば
さプロジェクト」を進め、県内の高校生の海外留学を支援します。

　 　 ・県企画留学プログラムの実施　90人
　  　・個人の留学への支援　100人
　  　・高校生が主体となって留学への気運醸成を図る取組の推進

（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

34,791 Ｒ１当初 30,181

県内の全ての幼児教育施設において質の高い幼児教育を提供するため、大
学や保育の現場等の有識者と保育者研修等について検討を行うとともに、実
践を通して学び合うフィールド研修等を実施します。

【新】・保育者育成指標に基づく保育者研修の体系化
【新】・幼保小接続カリキュラム「実践編」の作成
　　　・実践園（7園）でのフィールド研修の実施

*幼保小合同研修会の実施率：45.0%(2019年度)→50.0%(2022年度)

教育委員会

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

　　　※ 【新】：新規事業
 　　 　　【創】：しあわせ信州創造経費事業
 　　 　　【地】：地域振興局長の要望・提案反映事業
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事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

5 ＩＣＴ環境整備事業費
[150402][150502]

特別教育支援課
学びの改革支援課 Ｒ２予算

6 スクール・サポート・スタッフ
配置事業費
[150204][150402]

義務教育課
特別支援教育課 Ｒ２予算

7

[150901]

スポーツ課 Ｒ２予算

8 特別支援学校改革事業費
[150401]

特別支援教育課 Ｒ２予算

◎困難や悩みを抱える児童生徒の支援

一人ひとりの可能性を最大限伸ばすとともに、インクルーシブな社会をリードす
る学校を実現するため、特別支援学校改革を推進します。

【創】・大学や研究機関等の知見を取り入れた指導・支援の改善
【拡】・通級指導教室の増設
　　　　　63室（R1年度）→75室（R2年度）
【創】・副学籍コーディネーターの配置
　　　　　2人（R1年度）→4人（R2年度）

*年間の授業計画（シラバス）の作成：0校（2019年度）→18校（2020年度）

*小学校における通級指導教室を利用している児童の割合：
  0.55%（2018年度）→0.80%（2020年度）

*副次的な学籍に取り組む市町村：63.0%(2018年度)→74.0%(2020年度)

56,898 Ｒ１当初 43,986

教員の業務負担軽減を図り、児童生徒への指導や教材研究等に注力できる
体制を構築するため、授業以外の諸業務を補助的に行うスクール・サポート・
スタッフを一定規模以上の小・中学校及び特別支援学校に配置します。

【拡】・スクール・サポート・スタッフの配置
　　　　　121校（R1年度）→152校（R2年度）

*スクール・サポート・スタッフ配置前後の教員一人当たりにおける１か月の平均時間
外勤務の増減割合（配置校）：【小・中学校】△10%、【特別支援学校】△5%

116,685 Ｒ１当初 88,189

児童生徒一人ひとりに最適化した学びや探究的な学びの実現を目指すととも
に、高大接続改革への対応や教員の働き方改革を進めるため、ICT環境の充
実を図ります。

【新】・県立高校78校に統合型校務支援システムを導入
　　　・県立高校18校及び特別支援学校18校に学習用ＩＣＴ機器を整備

571,716 Ｒ１当初 474,299

*電子黒板(大型提示装置）整備台数：普通教室に各1台常設を完了（2020年度）

（一部 企業局特別会計繰入金活用事業）

部活動指導員任用事業
補助金

中学校の部活動指導体制の充実と教員の負担軽減を図るため、公立中学校
に部活動指導員を配置する費用の一部を補助します。

　　・事業主体　　市町村教育委員会
　　・補助率　　 　2/3

*専門性を有する部活動顧問（指導員含む）の割合：
  41.5%(2019年度)→45%(2020年度)

34,272 Ｒ１当初 36,064
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事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

9 いじめ・不登校等総合
対策事業費
[150601]

心の支援課 Ｒ２予算

【創】
10 スクールカウンセラー事業費

[150601]

心の支援課 Ｒ２予算

【創】
11 スクールソーシャルワーカー

活用事業費
[150601]

心の支援課 Ｒ２予算

【創】
12 子どもの自殺対策推進事業

費
[150601]

心の支援課 Ｒ２予算

94,365 Ｒ１当初

3,228 Ｒ１当初 2,289

全ての子どもたちが安心して学べる学校づくりを推進するとともに、不登校を問
題行動ととらえず、不登校児童生徒の社会的自立に向けた進路選択を支援
するための新たな仕組みをつくります。

【新】・科学的知見に基づく要因分析調査・予防的取組を試行的に実施
【新】・不登校児童生徒の社会的自立に向けた仕組みづくり

*新たに不登校となった児童生徒在籍比：0.95%（2018年度）→0.50%（2021年度）

（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

いじめ、不登校、暴力行為などの背景にある家庭的な問題に対応するため、
社会福祉や精神保健福祉の専門家であるスクールソーシャルワーカーを配置
し、地域や専門機関等と連携して困難を抱える児童生徒を取り巻く環境を改
善します。

　　　・スクールソーシャルワーカーの配置　20,322時間（R2年度）

児童生徒が安心して学校生活を送り、学習に取り組めるよう、児童生徒の悩み
に適切かつ迅速に対応できるスクールカウンセラー（臨床心理士等）を配置
し、学校の相談体制を充実します。

　　　・スクールカウンセラーの配置　38,453時間（R2年度）
　　　・自然災害による被災児童生徒等への支援　1,171時間（R2年度）
【拡】・有資格者（公認心理師・臨床心理士）の増員
　　　　　51人（R1年度）→83人（R2年度）

186,865 Ｒ１当初 170,952

*全ての学校で支援を必要としている児童生徒が100%相談できる体制の構築
*全ての公立小中義務教育学校でスクールカウンセラーを活用した予防的・早期発
見の取組を実施

*SSWを介した学校と地域関係機関との連携ケース：1,818件（2018年度）→1,850件
（2020年度）

（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

93,728

*20歳未満の自殺死亡率：4.78人（10万人当たり）（2018年）→0人（2022年）

10,039 Ｒ１当初 1,448

子どもの自殺等を防ぐため、高校生・教員・保護者等を対象としたワークショッ
プ形式の講習等を実施します。

【拡】・県立高校及び特別支援学校でワークショップを実施
　　　　　9校（R1年度）→25校（R2年度）

◎学びのセーフティネットの構築
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事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

【新】【創】
13 県立高校における長期入

院生徒への学習支援事業
費
[150502]

学びの改革支援課 Ｒ２予算

14

[150903]

スポーツ課 Ｒ２予算

【新】
15 県立武道館運営事業費

[150902]

スポーツ課 Ｒ２予算

【新】
16

[150901]

スポーツ課 Ｒ２予算

86,972 Ｒ１当初 0

県内の武道振興の中核的拠点となる県立武道館を運営します。

　　　・場　　　所　 　佐久市
　　　・施　　　設　　 主道場、柔道場、剣道場　等
　　　・指定管理者　シンコースポーツ・ＮＴＴファシリティーズ共同事業体
　　　・指定期間　 　令和2年3月1日～令和7年3月31日
　　　・事業内容　 　全国規模の武道大会やコンサートなどのイベント開催、
　　　　　　　　 　　　  地域の武道・スポーツ教室　など

*県立武道館の利用率：80%以上

40,428 Ｒ１当初 0

全国高等学校総合体育大
会開催事業費

高校教育の一環として高校生に広くスポーツ実践の機会を提供し、技能の向
上とスポーツ精神の高揚を図るとともに、生徒相互の親睦を深め、心身ともに
健全な青少年を育成することを目的として開催します。

　　　・開催時期　　令和3年1月～2月
　　　・競技会場　　長野市（スケート）
　　　　　　　　　　　　岡谷市・軽井沢町（アイスホッケー）
　　　　　　　　　　　　飯山市（スキー）

第82回国体に向けた競技
力向上事業費

令和9年に本県で開催予定の第82回国民体育大会における天皇杯・皇后杯
の獲得と、大会終了後の競技力の維持定着を目指し、選手強化や指導者養
成等に引き続き取り組みます。

【拡】・競技団体が実施する競技者の育成・強化、指導者養成への支援

*インターハイ冬季大会の開催：3競技実施

*天皇杯の順位：16位(2019年)→12位(2021年)

（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

220,000 Ｒ１当初 200,000

長期入院中の高校生への学習支援を行うため、病室内で授業を受けることが
可能となるＩＣＴ機器を活用した遠隔教育を導入します。

　　　・県下4地区に1名ずつ学習支援コーディネーターを配置
　　　・ICT機器を用いた遠隔教育システムと非常勤講師等による学習支援

◎スポーツの振興

*支援する長期入院生徒：12人程度

5,099 Ｒ１当初 0
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事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

17

[150902]

スポーツ課 Ｒ２予算

東京2020オリンピック聖火
リレー準備事業費

県内14市町村で実施する東京2020オリンピック聖火リレーの警備・広報等の
業務を委託します。

　　　・実施時期　令和2年4月2日～3日（2日間）

*東京2020オリンピック聖火リレーの実施

53,356 Ｒ１当初 23,321
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企業局

1 電気事業
[130101]

・県管理ダムを活用した新規2発電所建設 千円
・小渋えんまん他6か所での新規発電所建設 千円
・新規電源開発地点調査費 千円
・西天竜発電所の大規模改修 千円
・春近発電所の大規模改修 千円
・裾花発電所出力増強 千円

【拡】 ・しごと改革に資する財務会計システムの再構築及び
 　RPAの活用事業 千円
　（電気・水道共通事業）

２　地域への貢献、地域との共存・共栄
【新】 ・地域連携水力発電マイクログリッド構築事業 千円

・水の恵みを未来へつなぐ交付金事業 千円
･地方創生積立金からの繰出し 千円
・省エネルギー推進支援積立金からの繰出し 千円

【新】 ･自立運転機能の整備推進による所内電源確保

４　社会情勢変化への対応
【新】 ･AI・IoTを活用したスマート保安推進事業 千円
【新】 ･RPAの導入（全事業共通）（再掲） 千円
【新】 ･太陽光発電・蓄電システムの整備 千円

･水素ステーション実証事業 千円

企業局

2 末端給水事業
[130102]

・施設の耐震化の推進 千円
・管路の耐震化の推進 千円
・施設、設備及び管路の老朽化対策の推進 千円
・水道施設のダウンサイジングの推進 千円

【新】 ・水道事業の広域化・広域連携の推進体制の構築 千円
【新】 ・広域化シミュレーションに向けた管網モデル作成業務 千円

・市町村等水道事業者への支援
（漏水調査機器の貸出し・技術支援、実務研修会の開催、
　相談窓口の設置等）

【新】 ・台風第19号災害を踏まえた豪雨（浸水）対策 千円
・災害時受援体制の整備 284 千円
・「安心の蛇口」の整備（2か所） 千円

企業局

240

Ｒ１当初

8,500

1,055,933

Ｒ２予算

10,000

２　地域への貢献、地域との共存・共栄

7,530,026 7,507,163
[債務負担行為額]

事　業　名
［事業改善シート番号］

[570,000]

3,300

[506,400]

Ｒ２予算

３　リスクマネジメント

[債務負担行為額]

１　経営の安定

1,474

事　業　内　容　及　び　金　額　（千円）

１　経営の安定

３　リスクマネジメント

400,000

669,977

11,000

838,134
469,009

Ｒ１当初

440,000
220,000

30,000
14,850

55,000

38,600

[債務負担行為額]

7,717,547

20,605
6,600

5,500

662,459
32,000

施設及び管路の耐震化の推進並びに老朽化対策の着実な実施などにより、経営
の安定と危機管理体制の強化を図るとともに、水道法の改正を踏まえた水道事業
の広域化・広域連携の推進や、市町村等水道事業者への支援に取り組みます。

県管理ダムの活用及び新規電源開発地点発掘PJによる新規発電所建設並びに
西天竜発電所や春近発電所の大規模改修などにより、経営の安定を図るととも
に、再生可能エネルギーの供給拡大に取り組みます。

50,000

[5,920,305] [29,380,425]

7,423,575
[債務負担行為額]

70 (企業局-1)



事　業　名
［事業改善シート番号］

事　業　内　容　及　び　金　額　（千円）

3 用水供給事業
[130103]

・施設、管路の耐震化の推進 千円
・施設、設備等の老朽化対策の推進 千円

【新】 ・水道事業の広域化・広域連携の推進体制の構築 千円

【新】 ・豪雨等による高濁度対策の推進 千円
・「応急給水ポイント」の整備（1か所） 千円
・片平取水場における取水機能の強化

企業局

２　地域への貢献、地域との共存・共栄
240

Ｒ２予算

80,000

311,000

施設及び管路の耐震化の推進並びに老朽化対策の着実な実施などにより、経営
の安定と危機管理体制の強化を図るとともに、供給先市村との連携強化に取り組
みます。

１　経営の安定

[債務負担行為額] [520,000] [債務負担行為額] [80,000]

３　リスクマネジメント

402,828

2,000

2,159,294Ｒ１当初2,306,761

71 (企業局-2)


